
議案第10号

行政不服審査法の規定による提出資料等の写し等の交付に係る手数料に関する条例

行政不服審査法の規定による提出資料等の写し等の交付に係る手数料に関する条例を別

紙のとおり提出する。

平成器年3月2日提出

(提案理由)

行政不服審査法(平成26年法律第68号)の規定に基づき、提出資料等の写し等の交付に係

る手数料について必要な事項を定めるため提案する。

南風原町長城間俊安



行政不服審査法の規定による提出資邪階の写し等の交付に係る手数料に関する条例

艇旨)

第1条この条例は、行政不服審査法(平成26年法律第駆号。以下「法」という。)の規定に

よる提出資料等の写し等の交付に係る手数料(地方自治法(昭和器年法律第67号)第器7条

の規定により徴収する手数料をいう。以下同じ。)に関し必要な事項を定めるものとする。

(手数料)

第2条次に掲げる者は、別表に定める手数料・を納付しなければならない。

(1)法第認条第1項 q去第66条第1項において準用する場合を含む。以下同じ。)の規定

による書面又は書類の写しの交付を受けようとする者

(2)法第認条第1項の規定による電磁的記録に登録された事項を記載した書面の交付を受

けようとする者

(3)法第78条第1項の規定による主張書面又は資料の写しの交付を受けようとする者

(4)法第78条第1項の規定による電磁的記録に記録された事項を記載した書面の交付を受

けようとする者

(手数料の納付時期)

第3条手数料は、写し又は書面の交付を受ける際に納付しなければならない。

(手数料の減免)

第4条町長は、経済的困難その他特別の理由があると認める者については、第2条に規定す

る手数料を減額し、又は免除することカジできる。

餌則への委任)

第5条この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

附則

この条例は、平成器年4月1日から施行する。

別表(第2条関係)

手数料の名称

審理手続に係る

書面又は書類の

写しの交付手数

料

審理手続に係る

電磁的記録に記

録された事項を

記載した書面の

交付手数料

手数料を納付すべき事務

法第認条第1項の規定に基

づき審理員(他の条例に特別

の定めがある場合にあって

は、当該条例で定める機関)

が行う書面等の写しの交付

法第認条第1項の規定に基

づき審理員(他の条例に特別

の定めがある場合にあって

は、当該条例で定める機関)

が行う電磁的記録に記録され

た事項を記載した書面の交付

調査審議手続に

係る主張書面又

は資料の写しの

交付手数料

調査審議手続に

ア日本工業規格A列3番(以

下「A 3」という。)以下の大

きさの用紙に白黒で複写され、

又は出力されたものの交付交

付する用紙1枚につき10円

法第78条第1項の規定に基

づき南風原町行政不服審査会

が行う主張書面等の写しの交

付

手数料の額

法第78条第1項の規定に基

イ A3 の大きさの用紙にカラ

ーで複写され、又は出力された

ものの交付交付する用紙1枚

につき80円

ウ日本工業規格A列4番以下

の大きさの用紙にカラーで複写

され、又は出力されたものの交

付交付する用紙1枚につき50

円
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係る電磁的記録

に記録された事

項を記載した書

面の交付手数料

備考

1 両面に複写され、又は出力された用紙にあっては、片面を1枚として手数料の額を算定

する。

2 複引幾による複写、又は出力する用紙については、原則として、 A3以下の大きさの用

紙を用いることとし、これを超える大きさの規格の用紙を用いた場合については、 A3の

大きさの用紙を用いた場合の枚数に換算して写しの枚数を計算するものとする。

づき南風原町行政不服審査会

が行う電磁的記録に記録され

た事項を記載した書面の交付
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